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北海道における農家の消費構造

一序 説一

清水川繁雄

1　序

　わが困農家の実体は暫く措き，農業経営を一

つの企業として観察するとき，その主たる特徴

的性格は左の如くである。即ち，第1次産業と

しての農業は，それが戚然的環境に依存する度

合の強いほど，企業としてのミ危険ミ〈risk＞及

びミ不帰実性ミ〈uncertainty＞に曝されること

が多い。このことは，具体的に農業瞬得の年々

の顕著な変動となって現れ，殊にわが国の如き

零細農業経営においては，その不安定性の一つ

の重要な漂因となっている。更にもう一つ，一

般的に農業以外の企業においては寡内手エ業的

零細経営を除き，企業省の家計と経営とは完全

に分離している。　しかるに，農業殊壱こ農業経営

が西金に企業化せられていない一町企業社会

にあらざる一零細経営の支：配的な小機経済：に

おいては当に逆であって，家計と経腸とは密接

三岡雄の関係にある。一例として，農家労働力

の問題を挙ぐれば，一般の企業において労働力

はそれ自体一鱗の消費単1立であると岡時に，そ

れ以上に完全な一働の労鋤単位であることが要、

求され，この両考は1入の飼体に完全に統合せ

られている。しかるに，農業の零細経営一労

働力の大郡分を麟家労働に．仰ぐ一一において

は，例えば1人の子供はその誕生以米家計の函

においてほ明かに消費単位の形成に参加するも

のであるが，経営における働とはなり得ない。

この両老が1入の個体に統一されるまでには，

明かに15年以上の期闘のズレがある。かよう

な場合，その有する意味は明かに農業経営にお

いて将来の労働力を培養すること以上を出な

い。かようにして農家においてはその経営と自

家労働力の再生産とは不断に密着せる関係にあ

る。斯の如ぎ農家における経営と家計との密着

については，例えば農業生産物の自家消費の如

きわれわれはなお語るべき多くのものを持つで

あろう。

　われわれがわが圏農家の消費構造について語

るとき、以上二つの事実は見逃し得ない重要な

墓調となるであろう。更にはかような小農経済

の本質を論ぜずしては，農業における雇傭の問

題或は安定の開題を考えても無意味である。

　一転して視野をわが国の農業の環実に投じよ

う。第1表はこれを最も単勝に表現する。．この

表から得られる主要な閾題は二つ。一つは即ち

わが国の農業は農蒙現金支出の約60～80％も

が実に労働力の爾生産のために支出される農業

であるということであり，このことはわが国の

農家の経営が企繋の国標としての純収益最大を

狙うというよりは，むしろ農家の家族生活の維

持そのものに中点が置かれざるを得ないという

事実の裏付となるものである。そうでなけれ

ば，戦前のわが麟の農家の如き農産物の憾格の

領下りを量的な増加に依てカバーしょうとする

が如き反経済猿則的行動の説明は不可能であ

る。二つは戦酊と戦後の農家のま七較という開題

である。一見すれば基準年度　　昭和9年～昭

和11年における生活費支：出割合61・6から昭和

25年度の岡78．6％，昭和26年度の76・9％とそ

の内容に相当の差が見られる。上の如き生活費

の比率の増加は蜜然経営費の滅少を伴ってい

る。

　戦醜から戦後にかけてのこのような農家経済
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第1衷

　　昭和25年度農i業パリティ指数弊定表

（農林省統計調査部農林資料時報）　現金支斑比率
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の推移は，この表には直接幌れない演，農地開

敏の如き三三解放への一連の動きにここではイ

ンプリシヅトにしろ広般にその基盤を陞ている

ことは勿論であるが，現象的に今生活費支出姥

率の増却だけを問題にすれば要点は二つある。

一つは農家自体の生活水準の上昇による消費

態容の変化，二つは農家の生盧財価格と消費財

価格との間の指数論的な問題である。単的にい

えば農家の上述の如き生活費支出比率の増加は

上の二要因の含成果として掴握きるべきであ

る。確かに戦後のインソレ期を通じて農家が一

時的に凝済的優位に1あったときがある。しかし

ながら，問題の根本は斯の如き時期を通ぴ（農

家の動きが，その消費生浴画の向上への努力と

は裏腹に，経営改善のための努力があまり見ら

れなかったのではないかという疑念である。

　以上極めて簡約ではあるが，わが繍農業全般

についての一般的な命題を掲げた。次にはかか

る一般的な命題から勿論除外さるべきものでは

ないが，従来とかく二二な農地域として措定さ

れ来った北海道に焦点をしぼって標題の如き分

析を進めたいと思う。

2北海道農家の溝費構逡
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　　地区牙目階層別

　俗に東北6県に薪潟県を併せた位といわれる

面積を持つ北海道は，それ自体先に述べた如く

從来，一つの特殊な農地域として措定され来っ

たのであるが，しかし当然のことながらこの大

地積が包含する営農形態は縮嶺複雑である。こ

れは金品としては北海道という特殊簿な大枠の

中で規定されるものであると七ても，その内部

で営まれる農業経営の形態が，北海道内におけ

る各地域の特殊性を反映せる幾つかの形態より

成立せるものであるという事情から来る。以上

は極めて常識約なことではあるが，しかし，か

かる内部的な諸地域の特隙姓から打出される営

農形態の相異を無視して，北海道という大枠の

上で一般的な議論をしてもあまり意義のないこ

とになる。更にもっと進んで考えるならば，鴬

農形態の相異は必ず農家の消費構造の上での傭

らかの相異を随伴するであろう。従って，われ

われの分析は北海道全休の平均約な概観とは劉

に，北海道農区内部の数地目ζにおける比較検討

に：主として向けられる。

　現在の北海道農家の一般1：野寺｛生を闘えるもの

として第2表の数字がある。即ち，昭和二十七

年度において農家の現金支出割合は金道平均で

生産費35．1％生活費649タ6となっている。生

産費支出割合が府県のそれより高いのは，いわ

　　　牝海道農家の現金亥出比率　昭27
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ゆる，大下積経営，畜力経営一実際はこの言

葉通りではないとしても一たる北海道農家の

特質を反映せるものであって，営農に対する関

心の度合を示すものとは別である。異体的に農

業支出の中では年雇，．臨隣雇を一括した雇傭労

賃や，動物種付料，動物減価償却費が根当大き

いウェイトを有する点など，前認の北海道的特

質の表現であろう。

　この辺で生活費の内容に立入って考えて兇よ

う。北海道の場合目を惹くのは二二の家計費の

柘以上が飲食費であるということ，これは門止

25年渡の全圏の16．1％iこ比絞して約2儒に．あ

たる。これと日戸照約なのは被服，嗜好砧，保健

衛生，文化の各費蟹である。引続費に関しては

北海道における9．3％に対し，金壷では基準隼

度の15・3％，25隼の20・5％というふうにいず

れも遙かに高い。酒，煙草を含めた嗜三品につ

いては，金圏で見ると戦後の増加は顕著である

のに，北海遵では未だ混濁の戦前並の水準しか

保っていないこととなり，保健徳生費の比率が

全顧に対比して非常に低いのとと亀に特徴的で

ある。更に飲食費とともに消費の水準を最もテ

ィピカルに示すものと思われる文化費について

は昭和25隼の全圏の数寧（教脊神出修養娯楽

費）6．7％に対し，北海趨太昭秘27年において

僅かに2．5％である。以上の数字から皐急に結

論することは危険であるが，大ざつばに言って，

北海道の消費水準は府隈に対して相当な差があ

り，その消費内容は金詰として遙かに．貧園であ

ることは指摘できよう。なお，北海道において

農家の家；工費の柘以上を占める飲食費につい

ては，それがもし，北海道の農家が全体として

見て，府県に対回して何らか特殊釣な消費構造

を有すると考えられたとき重要な基底となると

思われるので，後に詳論する機会を持ちたい。

以上われわれが全国の平均として上げた数字と

北海道の農家経済調査から作成したわれわれの

数字をそのまま対比するのはいささか危険であ

るが，しかし～般的に言って上の激述はほ催妥

当であろうと思われ，金体としての北海道農家

の消費の構造的特質を示すものではないかと考

える。

　次に北海遜農家経済調査の礫鞄区鐘に従って

荏9



全遭を賜地区に分ち，順次に分翫を進めて行き・

た：いδ右調査の中に含ま潅tているのは，道南部

を包括する函館，中央部を包括する札幌，道東

部の帯広，道東から道北部にかけての北見の鰻

区であり，これらの四匿はそれぞれ異なった立

地条件の上に異なった営農形態を築いている。

　函館地区は，北海道で最も早く開けた地域を

包含し，水田地帯及び山麓畑作（主として馬鈴

薯）地帯よりなり，特に小颪積の経営には水田

を主力とするものが多く，その水田経営の規模

及び栽培狡智の面において府県に最も近接せる

地域を含む。札幌地区は石狩，窒知，上川の北

海道における代表的な水田∫毒帯を包括し，経営

形態は全体として水脚単作が支配的である。帯

広勉区を代表するのは，十勝平野に展開される

大・小豆を主とする大規模な畑作経営であり，

北見地区は一部に根釧原野の如き北海道でも鍛

も開発の遅れた，且つ立地条件の劣悪な地帯を

包含するが，主力は北見平野における特用作物

を中心とした手作であり，なおその間に水田も

点在する。また，道東における乳隼の飼育によ

るいわゆる酪農経営はこの地帯を特徴づけるも

のであろう。以上，説鴎の便宜上，大ざつばに

凶地区の特性ともいうべきものに触れたが，こ

のことは消費の如き慣響及び地1或的特性により

平飼され易い行為〈behavior＞の研究1こは是非

とも必要である。

　なお，地区溺とともに，階層溺の数字をも挙

げる予定であるが，これらはすべて北海道農家

経済調査卑次報告書の区分に従う。

滋　われわれが滋として利用した昭和24，25，

　26，27年の同報告書は，26年までの数字と27

　年の数字に階層区分の基準の差異が見られ・，

　また，27年は4地区共同一の基準に統一され

　てはいるが，26年までのものは4地区ごとに

　区分の妻憲準が輯異する。

　なお階層区分の基準は経営面積の広狭による

　ものであるが，これは大体農家所得の大いさ

　に並行している。

　地区別｝こ見た生活費の内容について見れば最

も顕著なのは生活費解体の50％内外を占める

飲食費（調昧料，嗜好llI：lllを台む）である。残りの

50％内外が衣服費，その他の諸費にiに割りあて

50

られるのであるから飲食費が北海道の農家の中

で如何に大きなウエイトを占めているかは明瞭

、である。これを四地区について階層別に見れ

ば，エンゲル法則の教うる如く上騒に至るほど，

飲食費の比率の減少する傾向が明かに看取せら

れた。四難区間の対比におい｝ごは姻館，帯広，

札幌，北見の順に智計費中の平均飲食費比率は

減少し，函館地麟が他の地区に妻ヒ即して最も高

く，52．3％を占めているのは特徴的である。次

に，被服費の如き飲食費などに比べて所得弾性

の高い費犀はそれ像ど規貝il的な電のではない

が，上層に至る像ど比率の増撫する傾向が揺摘

．される。その他の費隅については一般的に格織目

規則約な傾鰯ま検出されない。

　腿地区の消費内容の比較からすれば，飲食費

の比率が少ない，被服費め比率が大であるなど

の事実から，第一に札幌地区，第二に帯広地区

が比較約に高い消費水主婆を保っていることが認

められる。即ち，欽食費，衣服費の生活夢中に

占める割含は，季L幌地区46．2％，i5・9％，帯広

士亀戸47．5％，　15．7タ6，；｝ヒ見門門区45，8％，12．6％

函館地区523％，12，7％である。札幌地区は何

といっても北海道においては経営的に最も有

利，且つ安定的な水田地帯を包揺し，帯広地区

は安定的な経営という意昧からは問題があるが

一という意味は十勝平野の畑作にはしばしば

投機的な経営が兇られるということ一一北海道

を代表する大規模な畜力経営を主俸とする地帯

であることに想到すれば，無理な結論とは思わ

れな㌔・。

　農家経済調査の階層区分の基準は経灘醸積の

広狭によるものであるが，これは農家所得の大

いさと並行関係にある。即ち，北海道平均にお

いて，第一階層から第五階層まで，経営面積が

大きくなるにつれて，農家瞬得は，224千円，

3GO千p3，324千穆，426干1＝弓，710千P］と増大

している。なお，ここでの結論の裏付として札

幌，帯広両地区の各階層≦［筏均農家所得を見るに，

それぞれ372千円，400千円であって，振館，

北見両地区の3蟄千円，303千円より大きい。

　昭郵27年度の北海道農家経済調査Q階層分

灘：聾ましO～2田∫，　2．2～3再∫，　3．3～51躍∫，　4。5～10

町，5．10町～となっている。



　ただ，とこで附言して置かねばならぬのは，も

ともとこの各地区の分類は，先にわれわれが述

べたような地域的特殊性，或は経営形態の相異

を基準としてなされたものではないので，当然

各地区には先に述べた支配的な傾向とは別に，

各種の経営形態の混在が考えられ一例えば帯

広地区には十勝平野の他に日高，釧路を含むと

いうふうに｝’地域的な特1殊性或はその上に築

かれた営農形態の相異が，地区全体としてはよ

像ど緩和された形の数字で表規されている。も

っと帯芝に個々の水田農家，或は畑作農蒙，或

は酪農専営農家というふうに直接に：分科を進め

るならば，必ずもっと明瞭な形で消費構造の相

異が浮彫されるであろう。この点でわれわれの

分析は右の直接的な目的からは隔靴掻痒の感を

免れないが，われわれの分析は全体として特殊

的な経営形態を支配的に持つと考えられる地区

の個別の比較に終るものであって，前述の意味

での単的な比較はここでは取上げていない。

　飲食費の内容の検討に入ろう。米に関しては

各地区の平均で見れば，飲食費の中で占める割

合は，函館，札幌二地区においてはそれぞれ40

％以上，帯広30％，北見は20％未満と特異な

数字を示す。生活費1こ対する割合で考えると，

函館，札幌二地区の¢0％明後，帯広の13％，

北見に至っては9％未満である。このうち，翻

館，札幌の二地撚は米作主力平帯であるから，

以上の数字には当然，このような条件が反映し

ているものと見て良い。なお，階属胴に米の消

費状況を見れば，上履iに行くに従って消費比率

の漸減する関係が函館，札幌，帯広の三地区で

は比較約綺麗に出る。北見はこの点例外で不規

則である。

　米と代替罪な関係に立つ麦の消費状態は如何

か。飲食費に醤する此率で示すならば，函館，

札幌二地区は約5％で両者殆ど等しく，帯広は

11％未満で相当大きく，北見に歪っては約18

％でモの消費比率は米に匹敵する。生活費に対

する比率で示せば1藪館の2．8％，札幌の2・4％，

帯広3，7％，北見は8．3％である。以上米と菱

の二者の地区刷消費彗：是況から撫して次の如く結

論され得る。

　劇鎗，札幌の如き水田主力地帯においては米

の消費量が大で；米と合体して主食を形成する

麦の消費璽は米に比較して僅少である。この両

地区と北見の中間的な存在である帯広は，米に

対比して約施に当る消費をしていることとな

り，北見においては殆ど米と岡割合の麦を消費

していることになる。

　階二野に麦の消費状況を陥れば函館，札幌の

こ地区においては上層に行くにつれて麦の消費

．比率が上って来ており，米の漸滅四二頃角とは

対遮的である。米麦を合算した数字では，欽食

費に対する割合で，函館，札幌，帯広，北見の

順に469，48．L　41．0，36．9％であり三岡じく生

活費に対する割合では24．6，22．3，17．6，169と

なっている。函館，札幌に銘べて帯広，北見の

二地区の比率の低いのは，この両地区では主食

として米，麦の消費の他に雑穀の消費｝逢が多い

からである。従って，これら各地区の盆食の消

費状況を見れば，函館，札幌の爾地区は米を当

体とするに対し，帯広地区においては米の消費

比率が滅じ，主食総消費の発以上，残余は麦と

雑穀とで折半しており，北見に簗ってはその主

食消費内容は殆ど米，麦，雑穀の三本建に近い

ことが伺われる。

　なお，北海道農区全体と．しての平均的な主食

の消費状況を見れば，まず米についていえば五

つの階層の下位から上位へ順次に生竹費の中で

米の消費に充当せられる比率が渉戎じており，各

階層全部の平均では生活費総額の約％となっ

ている。麦についてはその消費比率は米に釦ヒベ

て著しく小さいが，上階に行くにつれて消費比

率の漸増する傾胴が見られる。階層全部の平1勾

では麦の消費二刀は生活費の約4％となってい

る。その他比率的にはそう大きなものではない

が雑穀について亀麦と同様の傾角が見られる。

一緯に北海搬家の撫ミ二二犬鰹こは・關

別に見た場合，米と麦・雑穀など米外主食の相

反する動きが相当明瞭に指摘できる。

　この傾向は特に隣館・札幌など水田経営を主

体とする地区に著しいが，この事実は次の如く

言兎口ヨできよう。

　即ち，上の両地区，殊に札幌地区の如きは全

体としでは明かに水田経鴬に代表されるとはい

え，なお内容的に立入れば次の如き事実が明か
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となる。これは経営耕地の状況から言って，水

田が主体であることが比較的明瞭なのは，第三

階層，即ち五刑層までであってそれ以上の経営

になると，水田の比率が大きく減少し，10町以

上の最：上層になると，その経営の状態からいっ

て，殆ど畑作専営に近いという事実である。札

幌地区を例示すれば次の如くである。

　　　　　　経営耕地（札幌地区）

主冠輝…23・｛・i鞠

　蠣

その他

　計

　反
12．5
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ほ8．01

　皮1　風　　反…　　　　　　　　　測15。2　163i　21．8；　　7．11　　　　　　　　　　　163
　1　i　i　　i
　　23．4…　40．9i　1三1．6　　　　　　　　　　　3LO10．5

一磯一トi・・
25�O嗜6a7i123・2i4乳5

　水由経営として見た場合，函館地区は先にも

述べたように，経営i撰穣の小さいことと，北海道

ン農家経済調査の抽出標本が，この魍Xにおいて

は純粋な水貫農家を対象とするものではないな

　どの理由から右の事実は更に茄重されて来る。

こういうふうに観察すると，⊥：層膿家に至るほ

ど米の消費比率が減じて，麦，雑穀の比率が上

って来るという一般的な傾向はある程度説明さ

れるように思われる。

　　ただ，数字の上からも苅れるよ）に，北見地区

はこの点ちよつと特異である。即ち，米の消費

北率は中図鑑3～5町の農家において最も高く，

逆に，麦については岡じ階層が最も低い。この

地区は北海道でもいわゆる辺境地帯を含み，稲

作の眼界地帯に当るので米の自給度が鍛も低い

　ということを考え併せれば，この地区において

は前議の中仙農家にその標準約な消費を兇出す

　ことができると結論するのは早急であろうか。

　このことは，別の例誠からもいえることである。

即ち，室食の消費から雛れ他の項藏に羅を移す

ならば，被服費の如きが所得の動き｝こつれて，此

較的規則的な動きをしていることがわかる。こ

れは全道の平均で見ても，地区別に見ても岡様

である。ただこの被服費の支出比率が断得（こ

こでは面積を基準とした階層分類）が大なるに

つれて増大するという一般約な畳鰯ま，北晃地

区ではくずれており，実際に一番比率の高いの

は，この地区では旧記の中門？雲の階層であるこ
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とに注意せねばならぬ。

　以上，北海道における消費の構造を，特に飲

食費の消費支出を中心として，極めて大ざつば

に概観したのであるが，これ以上の個々の数字

につい℃は掲示せる諸表について具体的に分析

して戴くことにして，次に主食の消費状態を少

し甥の角度から眺めて見たい。

　即ち米についてその現金支出割合を調べて，

主食の一心状況を見ると，まず北海道金肥の米

の現金支出割合は平均23．9タ6，この割含を階脳

中蓬に見て行くと，最下層を例外として，上層に

行くにつれて漸次増大している。麦については

全体の平均16．6％，階層別に観察すれば，最下

層即ち1月目未満層の農家では現金支出割合が圧

倒的に大きく，第二階展以下漸次米と反対の径

路を辿って減少している。雑穀は，数字で見る

通り，その殆どは自給であり，豆についても岡様

である。ただ，藷粥については現金支出割合が

やや高くなっており，金体を平均して9．2％，階

層別に傾旬を慣れば昆まぽ米と同様の動きを示

している。以上の事実から結論されることは，

北海道総体として見た場合，中層以下に水田農

家が集中し，上層に行くにつれて水田率が少な

くなり，畑作中心となるという傾向が再確認さ

れるわけで，経営上のこのような事実が階層珊

に見た場合，消費構造の上に反映して来るもの

と考えられる。

　なお主食の現金支出蘭合を地［狂溺に検討して

見よう。米については4群議の比較で各階履平

均〕醗金支出割合は函薄1の22。0％，札幌12．0％，

帯広42．6％，北見は炎に63．5％となっている。

次に麦について検討して晃よう。麦の現金支出

霧拾は礪館壕4．6％，以　ド18．8％，19．1％，填。7

％の順になっている。この米麦の現金支出鋼

禽，これを裏返せばその自給度の差は，各農鼠

における経営の謡言性を示し，また，農家の消

費の構造に反映されていることは1口述の如くで

ある。

　階層男麺にこの害【1合を見るど，函館地区で嫡米

については最下層及び中履に支出割合が高く，

最土層は最も低くて10％強である。麦につい

ては，最下層が著しく高く，以下漸減して最上

層では飴ど儀給で充足している状態である。全



体として各階麟と現金支出割合との開には，規

則的な関連はあまり見られない。これに反し，

札幌地区においては，特に，米については下展

より上層に行くにつれて現金支出害拾の漸増す

る関係がキレイに見られる。麦については，最

下属の割合の著しく大であるのが特徴的である

が，その他顕著な関連性は晃られない。ただ，全

休としてこの地区は米の現金支出割合が最も低

く，米（12．0タのの繭二度の高い地域であるこ

とが認められる。帯広地区では米｝こr～罰しては，

各階層の個々の現金丈1暗II合が高いということ

．を除いて，一二的な傾向は麹二二区と同様であ

り，1斐に．ついては最下愚と中層の：支1鍛i【恰が二二

に高いとい）点で三二的である。

　北見地区は，米に関しては，臼三度が著しく

低く，中層農家の38．8％の現金支出割合を圭｛瓶

とし，これから爾極に至って漸次増大し・，最：下

層と最上層においては塗絵度が殆ど零に近いと

いう状態を示す。こ．れに反し，麦はその鼠二度

が著しく高く，豆類，藷，雑穀についてもほぼ

岡様である。かくの如き’状態から，北見地区をこ

おける主食消費の構造｝よ，蒲に指摘せる如く北

海道でも特異な状態を刑する。なお，以．しにつ

いては第7表以下第10表までの二字について，

一々具体的に．検証さ潅tたい。

　3r所得鼻摘力性係籔の計測

　勉区別丁田捌

　一番最初に計測の方針を説関しよう。これに

使用したデーターは，昭和24，25，26年度の北

海道農家経済調査の数字を階層別に見て，所得

（可処分所得）の変化と各消費晶目の消費金額

の変化を鱈此したものである。昭和27年及び

28年度の数字については，前者はその三二まで

の調査と標本選定の地区及び階厨分類の基準に

おいて異なり，後港はこの稿を執筆中には未集

．計であったのでこれを除いた。

　次に該調査の26年度までの淫乱の階層区分

を挙げる。

　　　　　　1　　　2　　　3　　　4　　　　5

田園ぎ還三区　　0～1恥1～2町2～3町3～5町　　5剛以上

ホL幌｝琶区二　〇～2　　2～3　　3～5　　5～7　　　　7　以上

帯広地区　⑪～55～77～OUO－1515以上

ゴヒ見j也薮　　0～3　　3～5　　5～7　　7～1Q　　　10　以上

　実は昭和27年度の調査における如き各地区

一律の階層一分よりもこの方がより実状に即し

ていることは明瞭である。

　次に，弾力性係数値の計測を実際に行うに当

っての問題点についていささか述べよう。

　一般に計測を行う1こは，二つの方法がある。

…は薇断法〈cross　section　method＞で，あ

る所窺の時点に存在する三家を踏層別に分析す

る方法で，この方法においては岡時に存在する

農家がすべて岡一一の需要構造を有するものと仮

定することが必要である。二は時系列蒔くtime

serieS　methOδ〉で同一…ヌ寸象農家についての連

年の数字に塞ついて分析を行う方法であり・こ

れには対象となる期間内にその農家に需要構造

の変動がないことが必要である。

　　ここで，北海道農家の需要の所得弾ソ3性を宿

望したのは，原則的に右の第二｝去によったもめ

であるが，前述のように長期聞に亘って，連年の

圭七較を取るごとは資料的には園難であるのと，

一壷よりも24年～26年という期間が安定的であ

　るか如何かには，非常な疑問が存するのである

が，従来，この種の分析が木道においては皆無奪

であるという事情もあり，甚だ不完全なもので

あるが一応の推算を行ったものである。今後の

方針としては，多数の標本により組曲分析によ

って分析を進め，可能な認り正確なものにした

いのがわれわれの念願である。

　計測式，講数直線形を仮定して，

　　C＝αy箱

　　　C；消費金額　y；二尉額（可処分）

　　1◎gC＝409σ十ηlo墓r　　　　　　　　　（1）

・一
亦謌黶o移÷・　（・）

　（2）式よりηが弾力性係数纏であることを知

　　　り得る。

　（2）より最小自乗洗でηの値を求むる。

　上式を更に．一般化すれば，

　　1）＝召出‘．ση勉丁？ろ　Douglas　function

　　logP＝1◎go十1蓋ogL十7π】ogC一ト7～韮ogT

　　．御9解コ豊エ。蚤．鋸」

　　　∂109ゐ　　　　　　　　∂ゐ　　　　　　　　　　　P
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　　∂Iog　P　　　∂P　　　C
　　じヨ　　　ガ　　ニロゴ　じ　　　　　はニかぼ
　　∂16gC　　　∂C　　　P

　　∂109P　　　∂P　　　T
　　ふ　　　　　にニコれ　　　　　　　へおか
　　∂1092【　　∂二r　　P

　即ち，ダグラス函数のco憩po皿entは，生産

における各投入羅の増減に回する産出量の増減

の偏弾力性係数鎮として表わされる。

　上の対数直線形の他，シエファード〈She－

pherd）が彼の　ミ農慶物価格分析論ミ〈Agrl－

cultura1　Price　and　ln60nle　Policy＞で比較的詳

細に説明をしている次の藏線形をも併用した。

　　　　α一Co　　】範十｝「o
　　η『聾ご汚の一石；π♂

　両者の計測値が殆ど一致せる値を嘱したこと

を附記しておく。

　その計測の一声さの成果を主食及び家計費につ

いて示めせば第3表による如き数字である。勿

論不完全であって，且つまた，佃々の具体的な

数字についての検討は未だ行っていない。

　第1表

i函館区｝和嗣帯状瞬区

主〔1碁

食i
　　（3）

　　平均

｝：讐

1：器｝

L11

1．56．

0。87

0．84

0．62

0．8α

　1
0．45i

O．961

1．121　　　0B1．

　」

　　1・20P1・王7
0．92i　　　O．88

α72i継
α7gi、℃6

11ii嗜i

　l
O．70i　　　O．93

　｛

　（1），（2），（3）は上。中・下層ともいうべき

もので一応階層別｝こ此較、し得るよう排列してあ

る。川下のない数字については（蕉欄を残した。

　表によれば主食に関むては，下逼から上層へ

行くにつれて弾性値の低くなる傾両が一般的に

明かに．見られる。主食の各階厨の平均弾性1直は

函館，札幌，十勝の各地区とも0．8前後で大差

はないが，北見地区は1．G5と大きく，この点か

らも北見の主食消費構造が他地区と比較して特
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徹的である。主食の中の米に関しては表の右端

にその数字がある。これに・ついて見れば，水田

主力地帯の札幌地区最も低く，以下函館，帯広，

北見の順で，先に力説せる如き地域差の表出を

ここにも見ることができる。

　同種の分析で臨画大学農学部の市古，伊棄両

氏の計算された結果によると，菊古浩，樹東譲

「戦後農民の食糧費構造…米を中心として…」

　米について完金保有農家を近畿・北九州・藻

北三地区の一括計算〈pOO玉ing＞に」；つて得た家

計費に対する弾性慎はα484完全保有農家・不

完全保有農家を三地区一播計算して得た値は家

計費に対して0．55である。

　衷た，家族飲食静止得弾性値嫁地区間の差殆

どなく，完全保膚農家0．4，不完全保有農家は0護

～0・5の値を得た。また・家族寒計費の所得弾性

値は完全保有農家については0・7，不完全保有農

家0．75～0．80となっている。

　以上をわれわれの得た北海道の結果と比較す

ると，米の消費については，われわれの場合は

所得に対する弾性値を取っているので，そのま

ま比較はできないが，北海道の各地区ともいず

れも府県のそれよりも高く，ただ，札幌地区の

」二層が最も近い状態に．ある　（0．64）といえる。

また，家計費総体の弾性値の比較では札幌，帯

広両区｝こおいて最も搬近した値（0・81，0・70）を

不し，ている。

　以下具体的な事柄については表で示したもの

について検討せられたい。

　以上の分析の結果からだけで速断するのは危

険であるが，府県との対比において北海道農区

を見るとき，北海遵農家の消費の構造あるいは

その水準について曖昧ながらその輪廓を細握で

きよう。

　しかし，このことについて璽に進んだ論議を

なすためには27年以降の数字の整旧せられる

のを待って再び検討を進めなければならぬ。こ

こでの分析結果はそのための予備的段階に過ぎ

ぬ。


